
 

  

 

 

ステップ１原子炉安定的冷却達成まで（平成 23年３月 11～７月 19日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 東電福島第一原発の事故と対応について 

 

 

東電福島第一原発 

東日本大震災により発生した津波により、東電福島第一原発がほぼ全て

の電源を喪失する状態に陥ったため、原子炉への注水・冷却設備の全ての

機能が喪失し、炉心損傷が発生した（※）。 

また、原子炉建屋内に発生した水素の爆発により、原子炉建屋が吹き飛

び、原子炉格納容器等が外部にむき出しの状態になり、放射性物質が広範

囲に放出されるという原子力事故が発生した。  

東電福島第一原発では、この事故による被害の拡大の防止を図るための

緊急作業に従事した労働者の放射線被ばくによる健康障害防止の徹底が重

要な課題となっていた。    

このような中、平成 23年５月 17日に、原子力災害対策本部において決

定された「原子力被災者への対忚に関する当面の取組方針」において、

「被ばく線量の管理」、「臨時の健康診断の徹底」、「作業届の提出によ

る労働者の被ばく管理等の確認」及び「データベースの構築による健康管

理」が掲げられ、緊急作業に従事する労働者の健康管理の強化について、

政府を挙げて取り組むこととなった。 

（※）平成 23年 12月２日時点の東京電力の発表に基づく 

（写真：東京電力提供） 
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【図５：東電福島第一原発・事故の収束に向けた工程表（ロードマップ）】※資料出

典：経済産業省ホームページ 

 

（１）緊急作業従事者の被ばく線量限度に係る特例省令の制定 

東電福島第一原発での、原子力災害の拡大の防止を図るための忚急の対

策を実施する必要があるため、特にやむを得ない緊急の場合に限り、作業

に従事する労働者が受ける実効線量の限度を 100ミリシーベルトから 250

ミリシーベルトに引き上げるという特例省令を制定（平成 23年３月 15

日）。 

 

（２）原発事故対応のための労働基準行政の体制確保（再掲） 

「原子力被災者への対忚に関する当面の取組方針」（平成 23 年５月 17

日原子力災害対策本部決定）に定められた東電福島第一原発での作業員の

健康管理対策等を推進するため、「厚生労働省福島第一原発作業員健康管
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理等対策推進室」を設置（平成 23 年５月 20 日）（平成 23 年 6 月 8 日に

「東電福島第一原発作業員健康対策室」に名称を変更）。 

 

（３）東電福島第一原発に対する指導等 

ア 作業員の被ばく線量管理、被ばく低減等に係る指導（下記イ以外） 

① 福島労働局から東電福島第一原発に対し、作業員の個人被ばく線量の

測定と被ばく限度の管理について徹底するよう口頭指導（平成 23 年３月

30日）。 

② 東電福島第一原発で緊急作業に従事した労働者が、その後、通常の放

射線業務に従事する場合の被ばく線量に係る指導について、留意すべき

事項を労働局に通知（平成 23年４月 28日）。 

③ 東京電力本社に対し、上記通知に基づく被ばく線量の管理の徹底を指

導するとともに、緊急作業従事後の就業上の措置について、協力会社の

労働者を含めて不利益な取扱いがないよう配慮等を要請（平成 23 年４月

28日）。 

④ 福島労働局から東京電力に対し、東電福島第一原発で緊急作業に従事

する労働者のうち内部被ばく線量の高いと考えられる者について早急に

調査を行うよう口頭指導（平成 23年４月 30 日）。 

⑤ 平成 23 年５月２日のＪヴィレッジへの立入調査の結果を受けて、福島

労働局から東京電力に対し、改めて被ばく線量の管理等の徹底を指導す

るとともに、臨時の健康診断や内部被ばく線量の測定を行うよう指導し、

併せて労働者の生活環境の改善、心身の不調への対忚、熱中症予防対策

について改善を行い、労働者の健康管理等の徹底を図るよう要請（平成

23年５月 13日）。 

⑥ 「当面の取組方針」を踏まえ、東電福島第一原発の安全衛生管理体制

の確立、被ばく管理と安全衛生教育の強化、一定の緊急作業の労働基準

監督署への届出等について、東京電力に対して指導（平成 23 年５月 23

日）。 

⑦ 東電福島第一原発で平成 23 年３月中に緊急作業に従事した労働者の被

ばく線量について東京電力から報告を受け、東京電力に対し、所属事業

者から連絡がとれなかった者を含め、速やかな内部被ばく測定にさらに

進めるとともに、暫定値が 200 ミリシーベルトを超える者を直ちに緊急

作業から外し、内部被ばく暫定値が 100 ミリシーベルトを超える者につ

いて、精密測定の結果が出るまでの間、内部被ばくのおそれのある作業

に就かせないよう指導（平成 23年６月 20日）。 

⑧ 東電福島第一原発の緊急作業従事者に対する被爆線量の測定・評価に

遅れが見られることについて、また、緊急作業に関する作業届に関し修

正指示への対忚に著しい遅れが生じていることについて、東京電力に対

して指導（平成 23年６月 30日）。 

⑨ 平成 23 年４月中に新たに緊急作業に従事した労働者の内部被ばく線量

等について東京電力から報告を受けたが、118 人の連絡先不明者、約

1300 人の未測定者等が判明したことから、東京電力に対し、不明者につ

いての徹底した調査と再報告を指導。また、日々の外部被ばく線量を労

働者に書面で通知するシステムの構築、労災保険制度の概要の周知を含

めた安全衛生教育の充実について指導（平成 23年７月 13日）。 
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イ 作業員の被ばく事故等に係る指導 

① 東電福島第一原発で平成 23年３月 24日に作業員３人が被ばくする事

故が発生したことを受け、福島労働局から東電福島第一原発に対し、安

全衛生管理体制を確立してから作業を再開するよう口頭指導（平成 23年

３月 24日）するとともに、指導票の交付による文書指導（平成 23年３

月 26日）。 

② 東電福島第一原発で女性労働者が被ばく限度を超えていたことを受け、

福島労働局から東京電力に対し、労働者の被ばく限度の管理について徹

底するよう口頭指導（平成 23年４月 27日）。 

③ 東電福島第一原発作業員健康対策室（厚生労働省、福島労働局、富岡

労働基準監督署）が東電福島第一原発に立入調査を実施（平成 23 年５月

27 日）し、東京電力等に対し、上記①と②に係る労働安全衛生法違反に

ついて、福島労働局長名で是正を勧告（平成 23年５月 30日）。 

④ 東電福島第一原発の労働者２人が 250 ミリシーベルトを超えるおそれ

のある内部被ばくを受けたと判明したことを受け、当該労働者２名の内

部被ばく線量の確定、これまでに緊急作業に従事した労働者に対する内

部被ばく測定の早急な実施等について東京電力に対して指導（平成 23 年

５月 30日）。 

また、東電福島第一原発作業員健康対策室（厚生労働省、福島労働局）

が東電福島第一原発に立入調査を実施（平成 23 年６月７日）し、東京

電力に対し、当該労働者２人に 250 ミリシーベルトを超えて作業を行わ

せた労働安全衛生法違反について、福島労働局長名で是正を勧告。併せ

て、東京電力の役員を厚生労働省に呼び、上記是正勧告の内容を説明し、

厳重注意（平成 23年６月 10日）。 

⑤ 東電福島第一原発の労働者の被ばく線量について、250 ミリシーベル

トを超えるおそれのある者が新たに６人（その後４人に修正）いるとの

報告を東京電力から受けたことから、東京電力に対し、暫定値が 200 ミ

リシーベルトを超える者を、直ちに緊急作業から外すよう指導（平成 23

年６月 13 日）するとともに、内部被ばく暫定値が 100 ミリシーベルトを

超える者について、精密測定の結果が出るまでの間、内部被ばくのおそ

れのある作業に就かせないよう指導（平成 23年６月 14日）。 
⑥ 東電福島第一原発での平成 23年６月 13 日の作業で労働者がマスクにフ

ィルターをつけ忘れていたことと６月 15日の作業で労働者がクレーンの

運転席でマスクを外し喫煙していたことを受け、関係事業者に対し、有効

な呼吸用保護具を労働者に着用させていなかったことと放射性物質を吸入

摂取するおそれのある作業場で労働者が喫煙することを禁止していなかっ

た労働安全衛生法違反について富岡労働基準監督署長名で是正を勧告（平

成 23年６月 22日）。また、平成 23年６月 29日に労働者が使用するマス

クにフィルターを付け忘れたまま免震重要棟外に出たことを受け、関係事

業者に対し、富岡労働基準監督署長名で是正を勧告（平成 23年７月 1

日）。 

⑦ 東電福島第一原発の労働者の被ばく線量について、被ばく限度である

250ミリシーベルトを超えた者が新たに３名確定（合計６名）したとの

報告を東京電力から受けたこと等から、東電福島第一原発作業員健康対
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